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幹細胞培養技術を応用した化粧品類の販売を行う合弁会社設立に関するお知らせ 

 

当社は平成28年11月7日開催の取締役会において、株式会社キレートジャパン（本社：東京都豊島区、代表

取締役 佐藤美次、以下、キレート社）および株式会社昇陽（本社：東京都渋谷区、代表取締役会長 谷田

大輔、以下、昇陽社）との間で、共同出資による合弁会社、株式会社リプロキレート（以下、リプロキレー

ト社）を設立することについて決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

１．合弁会社設立の目的 

 当社は、これまでに培ったiPS細胞などの幹細胞の培養技術を応用し、キレート社と共同で新規化粧品の

開発を開始いたします。キレート社は「フリーズドライ（凍結真空乾燥）」技術とカプセル化技術「ナノソ

ーム」の最先端技術を有しており、新たな化粧品の企画、開発において長い実績があります。今後、当社の

幹細胞技術とキレート社の化粧品開発技術を組み合わせ、新たな化粧品の開発を行ってまいります。 

化粧品関連の市場規模は、2015年で1兆5千億円を超えており、その中でも「頭髪用化粧品」「皮膚用化粧

品」「仕上用化粧品」が全体の9割以上を占めております。最近では、幹細胞の培養液を加工した化粧品も登

場しており、幹細胞は再生医療だけではなく化粧品業界においても注目が高まっています。 

当社グループは、現在ヒトiPS細胞の技術を基盤とし、試薬製品、創薬支援および再生医療の事業展開を

進めておりますが、本化粧品事業を新規事業として立ち上げてまいります。 

今回、キレート社と化粧品等に関する共同開発を進めると同時に、開発した製品の販売会社としてリプロ

キレート社を設立いたします。リプロキレート社は、キレート社、当社、昇陽社の3社が出資し、昇陽社の代

表取締役会長である谷田大輔氏も本合弁会社の取締役として経営に参画します。谷田氏は、1985年に株式会

社タニタ株式会社の代表取締役社長に就任し、世界初の家庭用体脂肪計・体組成計を開発・販売し、ヘルス

メーター売上世界No1企業へと成長させた経歴を有しており、谷田氏のこれまでの経営実績をリプロキレー

ト社にも活かすことで、新規化粧品の事業展開を加速させてまいります。 

当社としましては、今まで培ってきた幹細胞の培養技術を活かして化粧品市場に参入することにより、今

まで法人をメインとしていた顧客層を一般消費者にまで広げてまいります。 

会 社 名 株 式 会 社 リ プ ロ セ ル 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長 横山  周史 

 （コード番号：4978） 

問合せ先 取 締 役 Ｃ Ｆ Ｏ 臼井  大祐 

 （TEL.045-475-3887） 
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２．設立する合弁会社の概要 

（１）商号 株式会社リプロキレート 

（２）所在地 東京都豊島区東池袋一丁目23番8号 

東池袋ISKビル8階 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 佐藤 美次 

（４）主な事業内容 化粧品、毛髪材、美容関連用品などの販売（医薬品を除く） 

（５）資本金 30百万円 

（６）出資比率 株式会社リプロセル 35％ 

株式会社キレートジャパン 40％ 

株式会社昇陽 25％ 

（７）設立時期 平成28年11月25日（予定） 

 

 

３．合弁相手先の概要 

（１）商号 株式会社キレートジャパン 株式会社昇陽 

（２）所在地 
東京都豊島区東池袋1-23-8 

東池袋ISKビル8階 

東京都渋谷区神宮前6-34-6-

102 

（３）代表者の役職・氏名 
代表取締役社長 

佐藤 美次 

代表取締役会長 

谷田 大輔 

（４）主な事業内容 
化粧品などの企画・開発・

OEM・デザイン等 

事業支援（経営コンサルタ

ント） 

（５）資本金 10百万円 10百万円 

（６）設立年月日 2009年1月 2001年10月 

（７）大株主及び持株比率 
佐藤 美次 60％ 

佐藤 ゆき 40％ 

谷田 大輔 95％ 

 

（８）上場会社と当該会社 

との間の関係 

資本関係 該当なし 該当なし 

人的関係 該当なし 該当なし 

取引関係 該当なし 経営顧問 

関連当事者への 

該当状況 
該当なし 該当なし 

（９）当該会社の最近３年間の連結経営成績 

及び連結財政状態 
未上場企業のため非開示 未上場企業のため非開示 

 

 

４．日程 

（１）取締役会決議日 平成28年11月7日 

（２）契約締結日 平成28年11月7日 

（３）設立日 平成28年11月25日（予定） 

 

 

５．今後の見通し 

本件が当社の平成29年3月期連結業績に与える影響は軽微であると考えておりますが、開示すべき事項が

発生した場合には速やかに開示いたします。 

 

 

以 上 

 


